
令和２年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No １ 府 省 庁 名  内閣府             

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の拡充及び延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

地域再生法に基づき、都道府県知事から地方活力向上地域等特定業務施設整備計画(以下「整備計画」とい

う。)の認定を受けた法人等が、認定した都道府県知事が作成した地域再生計画に記載されている地方活力向

上地域等内において特定業務施設を整備した場合、以下の課税の特例を受けることができる。 

（１）特定建物等を取得等した場合の特別償却又は税額控除制度（オフィス減税） 

（２）整備した特定業務施設において雇用を増加させた場合の税額控除制度（雇用促進税制） 

 

・特例措置の内容 

企業の本社機能移転等を促進し、地方における雇用創出を図るため、地方拠点強化税制を延長（２年間）

するとともに、人手不足を踏まえた雇用増加要件の緩和等の雇用促進税制の拡充等を行う。 

 

 

関係条文 

 

租税特別措置法（昭和 32年法律第 26号）第十条の四の二、第十条の五、第四十二条の十一の三、

第四十二条の十二、第六十八条の十五、第六十八条の十五の二 

 

減収 

見込額 

［初年度］精査中 （▲34）  ［平年度］精査中 （▲34） 

［改正増減収額］－                              （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

企業の本社機能の地方への移転や地方における拠点の強化を促進することで、地方における雇用を創出す

る。 

 

（２）施策の必要性 

地方において雇用を創出するためには、関係施策を総動員し、総合的に取り組んでいくことが必要。 

本税制は、企業の本社機能の地方移転や地方拠点の強化を図ることによって、地方において雇用を創出し

ようとする重要な政策手段の一つである。令和元年６月 21日に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生基

本方針 2019」や「経済財政運営と改革の基本方針 2019」（骨太方針）においても、「地方への企業の本社機能

移転等の加速化に向けて、地方拠点強化税制を含め、総合的かつ抜本的な方策について検討する」（骨太方針）

とされている。 

企業の本社機能移転等の取組をさらに後押しするため、令和２年３月末までとなっている適用期限を延長

した上で、足下の人手不足という状況を踏まえ、雇用増加要件の緩和を行う雇用促進税制の拡充等を行うも

の。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

－ 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

 

政策４．地方創生の推進 

施策⑧ 地域再生の推進 

政策の 

達成目標 

企業の本社機能の地方への移転や地方における拠点の強化を促進することで、地方における雇

用を創出する。 

※ 具体的な政策の達成目標は、検討中。 

※ 第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」は、12月下旬頃に閣議決定予定。 

 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 

令和２年４月１日～令和４年３月 31日（２年間） 

 

同上の期間中

の達成目標 

政策の達成目標と同様（検討中）。 

※ なお、「まち・ひと・しごと創生総合戦略 2018（平成 30年 12月 21日閣議決定）」においては、

企業の地方拠点強化等に関して、以下の政策の達成目標を提示。 

 

2020年までの５年間で、 

・本社機能の一部移転等により強化した企業の地方拠点における雇用者数を４万人増加 

・雇用者増加のために必要な企業の地方拠点強化の件数を 7,500件増加 

 

政策目標の 

達成状況 

地方における雇用創出を図るためには、関連施策を総動員して、総合的に取り組む必要がある。

本税制は、企業の本社機能の地方移転や地方拠点の強化を図ることによって、地方において雇用

を創出しようとする重要な政策手段の一つである。 

本税制の適用を受けようとする企業が策定する整備計画については、都道府県からの認定件

数、当該計画において創出が見込まれる雇用数いずれも増加傾向にあるため、本税制は地方にお

ける雇用創出に貢献している。 

 

＜整備計画の認定状況等＞ 
 

 平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 
累計 

認定整備計画数 
77件 80件 71件 94件 17件 339件 

認定整備計画にお

ける雇用創出数 
4,447人 3,225人 2,793人 3,413人 270人 14,148人 

 
 
 
 
 
 
 
 

※ 令和元年度については、令和元年７月15日までに都道府県から報告があったもの 
 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

精査中 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

本制度の延長、拡充を図ることで、企業による地方への本社機能の移転等を一層促進し、こ

れにより地方における雇用を創出する。 
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相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

地域再生法に基づき、地方公共団体が、都道府県知事から整備計画の認定を受けた法人等に

対して、当該整備計画に従って新設等した特定業務施設において実施する事業に係る事業税、

特定業務施設に係る不動産取得税等について、不均一課税等を実施している。 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

－ 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

－ 

要望の措置の 

妥当性 

地域再生法は「地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経済の活性化、地域

における雇用機会の創出その他の地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進する」ことを目

的としている。 

本税制が対象とする企業の本社機能移転等は、都道府県が策定し国が認定する地域再生計画

に基づいて企業が作成し、都道府県知事が認定する整備計画に基づくものである。 

したがって、本税制が無差別に適用されることはなく、当該整備計画に基づく企業の地方へ

の本社機能移転等を国が支援することは、地域再生法の目的に照らしても整合的かつ妥当であ

る。また、租税特例措置による支援は、採択時期や予算額によって支援対象が制限される補助

金による支援に比べると、より公平な支援措置である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

○オフィス減税（国税のみ） 
【平成 27年度】 
①適用事業者数：４件 ②損金算入額：300,897千円 ③税額控除額：79,363千円 
※出典：平成 27年度「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務省）」 

【平成 28年度】 
①適用事業者数：20件 ②損金算入額：137,268千円 ③税額控除額：1,550,067千円 
※出典：平成 28年度「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務省）」 

【平成 29年度】 
①適用事業者数：31件 ②損金算入額：280,514千円 ③税額控除額：1,466,314千円 
※出典：平成 29年度「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務省）」 

【平成 30年度】 
①適用事業者数：25件 ②損金算入額：25,000千円 ③税額控除額：1,991,000千円 
※出典：整備計画の認定を受けた企業からの報告及び過去の適用実績をもとに推計 

【令和元年度】 
①適用事業者数：41件 ②損金算入額：32,000千円 ③税額控除額：1,949,000千円 
※出典：整備計画の認定を受けた企業からの報告及び過去の適用実績をもとに推計 

 
○雇用促進税制（国税のみ） 
【平成 27年度】 
①適用事業者数：７件 ②税額控除額：3,778千円 
※出典：平成 27年度「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務省）」 

【平成 28年度】 
①適用事業者数：５件 ②税額控除額：4,891千円 
※出典：平成 28年度「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務省）」 

【平成 29年度】 
①適用事業者数：7件 ②税額控除額：49,090千円 
※出典：平成 29年度「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務省）」 

【平成 30年度】 
①適用事業者数：13件 ②税額控除額：112,700千円 
※出典：「雇用促進計画受付件数・達成状況報告件数（厚生労働省）」より推計 

【令和元年度】 
①適用事業者数：９件 ②税額控除額：109,600千円 
※出典：「雇用促進計画受付件数・達成状況報告件数（厚生労働省）」より推計 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

○オフィス減税 

【平成 27年度】 

①適用総額の種類：道府県民税、事業税、市町村民税、地方法人特別税 

②適用実績（特別償却）：37,651千円 ②適用実績（税額控除）：0千円 

【平成 28年度】 

①適用総額の種類：道府県民税、事業税、市町村民税、地方法人特別税 

②適用実績（特別償却）：16,351千円 ②適用実績（税額控除）：1,379千円 

【平成 29年度】 

①適用総額の種類：道府県民税、事業税、市町村民税、地方法人特別税 

②適用実績（特別償却）：29,899千円 ②適用実績（税額控除）：4,599千円 

 

○雇用促進税制 ※記載なし 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

地方における雇用創出を図るためには、関連施策を総動員して、総合的に取り組む必要があ

る。本税制は、企業の本社機能の地方移転や地方拠点の強化を図ることによって、地方におい

て雇用を創出しようとする重要な政策手段の一つである。 

本税制の適用を受けようとする企業が策定する整備計画については、平成 27年 10月から令

和元年６月末時点（令和元年７月 15日までの間に都道府県から報告のあったもの）で 339件が

都道府県に認定されており、当該計画に基づいて、14,148人の雇用が地方において創出される

ことが見込まれる。整備計画の認定件数は前年同時期に比べて 98件（前年比 1.4倍）、雇用創

出数は 3,069人（前年比 1.3倍）増加しており、着実な進展が見られる。 
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前回要望時の 

達成目標 

 

2020年までの５年間で、 

・本社機能の一部移転等により強化した企業の地方拠点における雇用者数を４万人増加 

・雇用者増加のために必要な企業の地方拠点強化の件数を 7,500件増加 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

本税制は、企業の本社機能の地方移転や地方拠点の強化を図ることによって、地方において

雇用を創出しようとする重要な政策手段の一つである一方、達成目標を実現するためには、本

税制だけでなく、関連施策を総動員し、総合的に取り組む必要がある。 

 

これまでの要望経緯 

○平成 27年度税制改正要望 

 まち・ひと・しごと創生本部事務局からの要請により、地方における企業拠点の機能強化等

のための措置として内閣府、経済産業省、厚生労働省で創設を要望。本件を含む地域再生法の

改正法が平成 27年６月 19日成立、平成 27年８月 10日施行。 

 

○平成 28年度税制改正要望 

 雇用促進税制の適用を受ける法人等が、その同一事業年度において、所得拡大促進税制の適

用を受けられるよう所用の調整措置を講ずる旨を要望。 

 

○平成 29年度税制改正要望 

 オフィス減税の税額控除率を平成 27、28年度と同水準（移転型事業：７％、拡充型事業：４％)

に維持することに加え、UIJ ターンの促進等に資する雇用促進税制の拡充（質の高い雇用に対

する優遇の拡充等）を要望。 

 

〇平成 30年度税制改正要望 

適用期間の延長（２年間）とともに、移転型事業に限り支援対象地域への近畿・中部圏中心部

の追加、認定時の雇用者数要件の緩和等を要望。 
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